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1.最近 の 動 き/CurrentT◎pics




の成果の拡散面における種 々の問題の顕在化が見 られている。 このよ うな状況下
で、科学技術政策研究においては、科学技術政策に関する2つ のアプ ローチ、即
ち、 「科学技術のための政策」、 「政策のための科学技術」の両面に光を当てっ
つ、研究を進 めてい くことの必要性が国際的 にも認識 されている。
すなわち、 「科学技術のための政策」の観点からは、研究開発構造を創造的な
基礎研究を中心 としたものへ と転換 し、自らの安定的かっ持続的な発展を図 りっ
つ、国際的にも魅力 ある高度な研究機能を備えた 「セ ンターズ ・オブ ・エ クセ レ
ンス」を構築 ・育成 し、世界が共有で きる知的ス トックの増進へ貢献 してい くこ
とが必要 となっている。 また、科学技術の急速な進展は、人間 ・社会 に対 し、直
接的 ・間接的イ ンパ ク トを一層強め、生命倫理等新たな問題を招来 している。 さ
らに、経済力の向上に伴い、国民の欲求が量的豊か さの追求か ら質的豊かさの追
求へ と転換 しっっあ り、科学技術に対 して も新 たな視点が求め られて いる。今後、
科学技術が このような要請 に応えて いくためには、国民のニーズ、意識変化の的




現出 しつっある中、2i世 紀 において豊かで安定 した国際社会を維持、発展 させ
てい くため、地球的な視野に立 った資源の有効かっ適切な利用、新たな資源の探
求等が求め られ、 これへの取 り組みが必要 とな っている。
当研究所では、 これ ら2っ の観点か ら、モデルな き時代へ対応 してい くための





2日 に開催 され 、STSC研 究取 りま とめ の ため の シナ リオ等 にっ いて、 活 発 な
論 議 が展 開 され た。
○第5回 並 び に第6回 の 「新 材料 の開発 利用 とそ の影響 に関 す る研 究 会」 が3月
6日及 び3月23日 にそれぞ れ開 催 され、 報告書 の原案 につ いて 検討 を行 った。
○第2回 技術 予 測予備 検 討会 が3月8Eに 開催 され 、技 術予 測調 査 の進 め方 、分
科会構 成 ・候 補 者及 び社 会 シナ リオ グル ープ の設 置 ・運 営等 にっいて 検討 が 行 わ
れ た。
○第4回 並 び に第5回 の 「地 域 にお け る科 学技 術振 興 に関 す る調 査研 究会 」が3
月15日 及 び3月26日 にそれ ぞれ 開催 され 、報 告書 の原 案並 び に最 終報 告 書 案
につ いて検 討 を行 った。
◎MSTEPレポー トNo.9『特 許 出願 か らみ た産 業 別研究 開発 の動 向』/Trendsof
1～&DActivi・tiesinJapaneseCompaniesUsingPatentStatistics
3月16日 、NISTEPレポー トN◎.9『特許出願か らみた産業別研究開発の動向』
を発表 した。本報告は、我が国の各産業の研究開発の現状 ・動向を技術分野別に




多岐にわたる、②輸送用機械産業 は電気機械産業 に次ぐ特許出願を行 っているが、
その出願は機械関係の分野に集中 している、③ 化学関係の技術は電気 ・機械技術
と並ぶ技術開発の潮流 となって いるが、近年 その指向する方向にはやや変化が見
られ る、な どの点を明 らかに している。
◎講 演会 等/LecturesatNISTEP
3/i3(火)「ス ウェーデ ンの科 学技 術政 策 につ いて 」
レナー ト・ステ ンベ ル グ教 授(ス ウェーデ ン ル ン ト大学)
20(火)「マ ックスプ ラ ンク協 会の 科学 技術 政策 と組 織」
ハ イ ンツ ・A・ ス ター ブ(西 独 マ ックス プラ ンク協 会理 事長)
27(火)「日本 化学 会 の今後 の活 動 につ いて 」
中 西敦 男(日 本 化学 会常 務理 事)





R.E.Schwerze1(米国 バ ッテ ル 研 究 所 上 席 研 究 官)
JonSigurdson(スウ ェ ー デ ン ル ン ト大 学)
JeanCabolde(EC科学 技 術 政 策 局 長)
P.Bomaure(EC先端 技 術 課 長)
JohnKendrew(1962年ノ ー ベ ル 賞 受 賞 者)
Hooks(国連 大 学 副 学 長)
Sr.Kendrew、Hooks副学 長 を中心 に所 外か らの参加 者 も交 え、科 学技 術
の 国際 的展 開、経 済 と倫理 の 問題等 につ いて懇 談 した。
2.研 究 ノ ー ト/ResearchNote
※ イ ン ド ・タイ ・中国 にお け るエ ネル ギー ・環 境 調査
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本研究所では、89年3月 に 「アジアのエネルギー消費 と地球環境 に関する調
査研究会」を設置 し、さらに同年1◎ 月 に 「ア ジアのエネルギー消費 に伴 う大気
環境汚染物質排出量の推計 に関す る小委員会」(安 藤惇平中央大学教授)を 設置
して、ア ジア25カ 国の石炭を初めとするエネルギー消費の実態 と将来の地球環
境への影響の実態調査を進 めて いるが、 この2月 §日か ら21Hま で、イ ン ド、
タイ、中国を6名 のメンバーによる調査団(菱 田一雄団長)で 現地調査を行 った。
今回の調査の目的は、2◎10年 までの大気汚染物質の発生量を推計するため、
イ ンド、中国、タイ、それぞれの地域 ごとのエネルギー消費の実態 と汚染物質の
発生量の実態を把握す るための基礎データの収集にある。 このためどんな石炭を
どれ くらい使用 しているか、その硫黄分含有量など品質成分の情報な どを集 める
とともに、環境基準や環境対策の実態にっいて も調査 した。
2月7日 か ら1◎ 日まではイン ドのデ リーに滞在 し、エネルギー省や環境 ・森
林省を訪れ、国内産の石炭の品質 と生産 ・消費実態、及び国内でのコ・一ルフロー
と環境の実態を調査す るとともにバ ダルプール(BADARPUR石 炭火力発電
所:7◎ ◎MW)を 視察 した◎ イン ドでは、薪炭、牛糞等の非 商業用を含む、2
◎04/5年 までのエネルギー需給 の見通 しが1985年 に策定 されているが、
情勢の変化により現在見直 し中である。イ ンドの石炭は、中 ・東部に偏在 してい
るため、鉄道による輸送で対応 しており、硫黄分の含有量は1%以 下 と良質であ
るが、ア ッサム炭は最大で8%程 度 と高い。バ ダルプール石炭火力発電所にはす
でに集塵機(米 国製)が 二煙突の うち一煙突に装備 されていたが、脱硫等の設備
はなく、煙突高 による拡散処置がと られているだけであった。 イン ドにお ける調
査については、当初 どの程度の成果が得 られ るかとの懸念 もあ ったが、本調査団
の自的がよく理解 されていたためか、特 にエネルギー省石炭局の対応 は積極的で
あり、資料にっいて も当方の希望す るものは可能な限 り提供するという極 めて好
意的な対応であった。
タイのバ ンコクには2月11Bか ら14日 まで滞在 し、 この間、環境庁(ON
EB)、 ア ジア工科大学(AIT)及 び王室林野局 において環境対策の実態及び
熱帯林の現状 にっいて専門家か ら説明を聞いた。 このほかESCAP(ア ジア太




ギー需要の推移及び石炭の品質 などにっいての説明を受 け、意見交換 を行 った。
タイにおける電力供給能力は2◎ ◎1年には1988年 の約3倍 の計画である
が、現状のガス主体か ら褐炭及 び輸入石炭へ依存する計画となっている。特 に今
後 とも使用量が増大すると見込 まれる国産の褐炭の硫黄分は3%と 大 きく環境上
の問題が懸念 され る。
イ ンド、中国において も同様であるが、タイにおいて も各機関で意見交換を行
ったほか、先方か らの質問 も数多 く出された。 これに対 し、調査団か らは団長始
め各専門分野の団員か ら、適確 な説 明を行 うとともに、各 自が持参 した対応策等
に関する資料、論文等を先方に提供 したため、先方の対応は総 じて好意的であ り、
期待以上の資料収集が出来た ものと考えている。





中国では、1987年 末 までの2ケ 年間をか け、全国16.8万 企業にっいて
全国工業汚染源調査が行われ、エネルギーと環境問題が初めて具体的に明 らかに
なった。この一一"!iとして推計 され た全国の煤煙排出量は2200～28◎9万t、
SO2の排出量は15◎0万t、NOxの 排出量は4◎ ◎万t(い ずれ も198
5～198?年 の年平均値)で ある。中国の石炭の硫黄分は高 く全国の平均値は
1.04%、 なかで も四川省、貴州省では3～4%と 高い値を示 し、当地域の酸
性雨問題の原因となっている◎
中国では最近、汚染工場には罰金を課すなどで、設備設置を促 してお り、 この
罰金のうち8割 は、工場 に還付 され、設備購入費にあて られる。環境装置の中で
も、集塵装置についてはベ ンチュリー ・スクラバータイプの ものが国内で開発 さ
れているが、電気式 については、まだ大連火力発電所位に しかついていない。
このように粉塵対策は進んでいるが、脱硫脱硝、 ことに脱硫にっいては研究は
行われているものの、 コス トの問題 もあり実用化 には程遠 いのが実態であ る。
ボイラーは小規摸 だが、 コジェネ方式熱 ・電気 ・ガス併給型で、中国の火力の
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発電効率 は3◎%に 満たないが発電所 に併設 してある熱供給事業 も含めた熱効率
は36%で ある。
今回の調査団のメ ンバーは、上記小委員会に属する団長=菱 田一雄(i菱田環境
計画研究所長)、 今井健之(聾 日本鉄鋼連盟/新 田本製鉄総務部環境防災管理室)
、玉貫滋(額 海外電力調査会)、 平谷達雄(聾 産業公害防止協会)、 坂本進(科
学技術庁科学技術政策研究所第4調 査研究 グループ)、 加藤信夫(同)で あ った。
なお同調査委員会、小委員会では、収集 した資料等を現地調査報告書 と して整
理す るほか、今年の6月 頃までにはア ジア各国の地球環境汚染物質排 出量の実態
と今後の見通 しについて、 これ までの調査研究成果を まとめてい くこととしてい






本 調査 は、外 国技 術の導 入 実態 を把 握す るため、 昭和63年 度分 の 「外 国為 替
及 び外 国貿 易管 理法 」(外 為 法:昭 和54年12月 改正)等 によ る技 術導 入 契約
の締結(変 更)に 関 す る届 け 出書 に基づ き、 当所 にお いて と りま とめ た もので あ
る。
2.昭 和63年 度 外 国技術 導入 の概要
(1)技術導入 件 数
新規 導入 件数 は2834件 で あ り、前年 度 に比べ て約4,6%の増 加 とな った。
また、 これ を分野 別 に見 ると電気 分野 、特 に コ ン ピュー タソフ トウ ェア技 術 に
関す る ものの 件数 の 占め る割合 が高 い ことは、 図 ユに見 るとお りで あ る。
一 方、 指定 技 術は1440件 あ り、 前年度 に比 べ て約16.1%の増 加 とな った。
なお 、 これ につ いて もコ ン ピュー タ関 係の技 術が 大部 分 を 占めて い る・
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注)指 定技術 とは産業育成、安全等の観点か ら、技術内容によっては国がその導






















(2)先端 技術 分野 の導入 傾 向
導入技 術 の中 で、特 に先 端 的 な分野 と して、 半導 体、原 子力 、航空 ・宇 宙 、 医
薬 品、バ イオ テ クノ ロジー、電 子 計算 機 の6分 野 にっ いて の導入 動 向 は、半 導 体
を含 めて、電 子 計算機 関連 が 増加 率 、件数 共 に他 分野 に比 較 して多 い。
(3)地域別及 び国別 導入状 況
①地 域別 導入 状況
昭和63年 度 の新規 技 術導 入契 約 を地域 別 に見 る と、北 アメ リカが1763件
(全体 の62.2%)、ヨー ロ ッパ が944件(同33.3%)と な って お り、 これ らで全
体の95.5%を占めて い る。
以下 、 ア ジア84件 、 大洋 州24件 、 ソ連1ユ 件 、南 ア メ リカ6件 、ア フ リカ
2件 と続 いて い る。
② 国別 導入 状況 等
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昭 和63年 度 の新規 技術 導入 契約 を相 手 国別 に見 ると、米 国が1795件(全
体 の60.2%)と圧倒 的 に多 く、 これ に続 いて フラ ンスが237件(同8.4%)、 英
国 が ユ93件(同6.8%)、 西 ドイ ツ187件(同6.6%)、 イ タ リア8エ 件(同2.
9%)であ り、 これ らの上 位5ケ 国 だ けで全 体 の84.8%を占 めてい る。
(4)契約 条件 の特 色
① 対価 の支 払 い条件
昭和63年 度 の新規 技 術導入 契約 にお け る対 価 の支払 い条 件 を見 ると、5.3%(1
51件 〉が無 償契 約 で あ り、 ま た、有 償契 約 は94.7%(2683件)で あ った。
この うち、 イニ シャルeペ イ メ ン トを規 定 して い る契 約 は、191δ 件(有 償
契 約の71.4%)であ る。 また 、 ラ ンニ ング ・ロイ ヤル テ ィを規 定 して い る契 約 は、
1597件(同59,5%)で あ り、 これ を 「パ ーセ ン トj料 率 の もの と 「その他 」
料 率1こ分 け ると、前 者が60.6%、後 者 が39.4%であ る。
② ク ロス ラ イセ ンス契約
昭和63年 度 の新 規技 術導入 契 約 の うち、技 術導 入 と同時 に技 術 を輸 出す る相
互 供与契 約 で あ るク ロスラ イセ ンス契 約が なされ てい る ものは 、 ユ13件(全 体
の4.0%)であ る。
技術分 野別 に見 る と、f電 気 」79件(クurス ライ セ ンス契約 の69.9%)、「化
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